
15．公害防除施設整備資金利子補給制度



１５．公害防除施設整備資金利子補給制度 

 一宮市では、中小企業者に対する助成措置として利子補給制度を設けている。 

この制度は、公害を防止し、良好な生活環境を保全するため、市が公害防除施設と

して適当と認めたものに対し、利子の 10 分の 9 を助成する制度である。 

この助成を受けるためには、小規模企業等振興資金又は㈱日本政策金融公庫の融資

を受けることが、前提となっている。 

なお、利子補給実績は、表 15－１のとおりである。 

表１５－１ 利子補給実績

年 度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

件 数 0 件 0 件 0 件 

金 額 0 円 0 円 0 円 
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一宮市公害防除施設整備資金利子補給補助金交付要綱 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、公害防除施設の整備に必要な資金として、小規模企業等振興資金

又は株式会社日本政策金融公庫の融資を受けて公害防除施設の整備を行うものが、金

融機関等に支払う利子の一部を当該年度の予算の範囲内で補助する利子補給に関して、

必要な事項を定めるものとする。 

（補助の対象） 

第２条 この要綱の補助の対象となるものは、市内の工場又は事業場から発生する公害

（環境基本法（平成 5 年法律第 91 号）第 2 条第 3 項に規定する公害をいう。以下同じ。）

を防除するために必要な機械、装置又は工作物の整備その他市長が必要と認める施設

の整備（以下「機械の整備」という。）に要する経費を、自己資本によって行うことが

困難なため融資を受けたものとする。この場合において、補助対象の適否を審査する

ため、市長が特に必要があると認めるときは、一宮市公害防止施設整備資金利子補給

審査会を設置し、同審査会において審査することができる。 

なお、暴力団員（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（以下、「暴対法」

という。）第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者又は暴力団

（暴対法第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員と緊密な関

係を有する者、暴力団、暴力団員が役員となっている団体、暴力団又は暴力団員と緊

密な関係を有する団体を除く。 

（補助に伴う条件） 

第３条 利子補給対象額の限度は、小規模企業等振興資金融資制度に定める融資限度額

の範囲内とする。 

（補助の申込み） 

第４条 補助の申込みを希望するものは、あらかじめ公害防除施設整備計画書（様式第

１）に次の書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 公害防除の具体的な内容を記載した書面（1 通） 

(2) 公害防除施設整備工事見積書、仕様書、カタログ、平面図及び配置図（1 通） 

(3) 法人については、最近 1 期分の決算書（1 通） 

(4) 前 3 号のほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項の補助の申込みをしたものは、公害防除の整備が完了した後 7 日以内に公害防

除施設整備完了届（様式第２）を市長に提出しなければならない。 
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（補助の額） 

第５条 補助金の額は、借受人が当該年度中に支払った当該融資（機械等の整備に要す

る費用に係る部分に限る。以下同じ。）に係る利子（以下「支払利子」という。）の額

（借受人と取扱金融機関との間の約定により計算した当該融資に係る利子の額で当該

年度中に支払わなければならない額を限度とする。）に 10 分の 9 を乗じて得た額（円

未満切捨て）とする。 

２ 当該工場又は事業所を市外へ移転する場合は、補助対象融資に係る利子の総額（借

受人と取扱金融機関との間の約定により計算した当該融資に係る利子の額をいう。）に

10 分の 9 を乗じて得た額（円未満切捨て）を一括して補助することができる。 

（補助金の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとするものは、公害防除施設整備資金利子補給補助金

交付申請書（様式第３）に補助金計算書（様式第４）及び支払利子実績報告書（様式

第５）（当該工場又は事業所を市外へ移転する場合は、当該融資に係る償還表）を添え

て 3 月 31 日までに市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、補助金交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは、補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（様式第６）により、申請

者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第８条 補助金の交付の決定を受けたものは、当該補助金の請求書（様式第７）を市長

が指定する期日までに提出しなければならない。 

（補助金の決定の取り消し等） 

第９条 市長は、補助金の交付の決定を受けたものが、次の各号のいずれかに該当する

場合は、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、既に補助金が交付されて

いるときは、その補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

(1) 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 融資金の返還を命ぜられたとき。 

(3) この要綱の規定又は補助金の交付決定の際に付した条件に違反したとき。 

(4) 一宮警察署からの通報又は一宮警察署への照会等により、暴力団員又は暴力団若

しくは暴力団員と緊密な関係を有する者、暴力団、暴力団員が役員となっている団

体、暴力団又は暴力団員と緊密な関係を有する団体であることが判明したとき。 
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（準用規定） 

第 10 条 この要綱に定めのない事項については、一宮市補助金等交付規則（昭和 37 年

一宮市規則第 18 条）の規定を準用する。 

（雑 則） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱に必要な事項については別に定める。 

付 則

１ この要綱は、平成 8 年 1 月 1 日から施行する。 

  （一宮市公害防除施設整備資金利子補給審査会要領の廃止） 

２ 改正前の一宮市公害防除施設整備資金利子補給補助交付要綱の規定によりなされた

利子補給は、この要綱の相当規定によりなされた利子補給とみなして、この要綱の規

定を適用する。 

付 則 

１ この要綱は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 改正後の第 5 条の規定の適用については、平成 16 年 4 月 1 日以後に補助金の交付決

定がなされたものについて適用し、同日前に補助金の交付決定がなされたものについ

ては、なお従前の例による。 

付 則 

１ この要綱は、平成 20 年 10 月 1 日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 改正後の第 5 条の規定の適用については、平成 23 年 4 月 1 日以後に補助金の交付決

定がなされたものについて適用し、同日前に補助金の交付決定がなされたものについ

ては、なお従前の例による。 

付 則 

１ この要綱は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、平成 25 年 12 月 1 日から施行する。 
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